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 申請書等の提出期間、場所及び方法等 入
札参加希望者は、建設業法施行規則（昭和24
年建設省令第14号）第21条の４に規定する総
合評定通知書の写し（最新のものであって、
告示（平成６年建設省告示第1461号）をいう。）
第１号第１号の２に規定する審査基準日が、
入札日の１年７月前の日以後のものに限る）、
技術資料、技術評価資料、総合評価提案資料
及び競争参加資格確認申請書、参加希望者が
共同企業体を構成する場合の共同企業体協定
書案（以下「申請書等」という。）を提出する
ものとする。なお、技術資料、技術評価資料
及び総合評価提案資料は、入札説明書に基づ
き作成するものとする。
 提出期間 平成29年３月30日（木）から
平成29年５月17日（水）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日午前10時00分から
午後４時00分まで。
 提出方法 上記に郵送すること。なお、
郵送方法は、電子入札（郵送入札）運用マ
ニュアル８３による。
 申請書及び技術評価資料の確認 申請書
及び技術評価資料の提出にあたって、内容
確認を行わないため、記載漏れ、記載ミス
又は必要書類の不足等があった場合は、競
争参加資格を認めない場合があることか
ら、十分に注意すること。

 開札（入札執行）の日時及び場所
 電子入札による入札の締め切り 平成29
年７月10日（月）午後４時00分
 郵送による入札書の受領期限 （紙入札
参加の届出を行った場合、書留郵便に限る）
平成29年７月10日（月）午後４時00分
 開札日時 平成29年７月11日（火）午前
10時30分
 開札場所 上記の中日本高速道路株式
会社金沢支社

５ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付
ただし、有価証券の提供又は金融機関等の
保証をもって契約保証金の納付に代えるこ
とができる。また、公共工事履行保証証券
による保証を付し又は履行保証保険契約の
締結を行った場合は、契約保証金の納付を
免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者の行った入札及び入札に関する条
件に違反した者の行った入札は無効とする。
また、入札時に単価表の提出のない者の行っ
た入札は無効とする。なお、提出された単価
表を審査した結果、真摯な見積を行っていな
いと認められたときは、その者の行った入札
を無効とする場合がある。なお、無効の入札
を行った者を落札者としていた場合は落札決
定を取り消すものとする。
 総合評価技術提案資料の提出 本工事の総
合評価技術提案資料の提出にあたって、標準
案の内容について、総合評価技術提案で施工
しようとする場合は、その内容を示した総合
評価技術提案資料を提出すること。総合評価
技術提案が適正と認められない場合に、標準
案に基づいて施工する意思がある場合は、総
合評価提案資料においてその意思を表示する
こと。
 総合評価技術提案資料のヒアリングを実施
する場合は、その実施日時及び場所等を別途
通知する。
 総合評価技術提案の採否 総合評価技術提
案の採否については、競争参加資格確認結果
の通知に併せて通知する。なお、競争参加資
格確認結果の通知において、総合評価技術提
案による競争参加通知を認められた者は、当
該提案に基づく入札を行い、総合評価技術提
案による競争参加資格を認められなかった者
は、標準案に基づく入札を行うことを条件と
し、これに違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 落札者となるべき者の
決定方法は、契約制限価格の範囲内の入札額
で最も総合評価点が高い者を落札予定者と
し、その者が提出した単価表を審査のうえ妥
当な場合に落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、落札者とし
ないものとする。

 落札決定の取り消し等 申請書に虚偽を記
述した者は、当該工事の競争参加資格の確認
を取り消すとともに、「中日本高速道路株式会
社工事・調査等の資格登録に関する要領」に
基づく資格登録停止を行うことがある。また、
入札者の故意又は重大な過失により入札書が
無効となった場合は、当該入札者に対し、資
格登録停止を行うことがある。
 「調査基準価格」を下回る入札を行った者、
「調査基準価格」を下回る入札を行った者と
の契約については、契約保証金の額を請負代
金額の10分の３以上とするとともに、前払金
の額を請負代金額の10分の２以内とする。な
お、本措置は工事が進捗した場合の部分払の
請求を妨げるものではない。
 専任の主任（監理）技術者の配置が義務付
けられている工事において、調査基準価格を
下回った価格をもって契約する場合において
は、主任 (監理) 技術者とは別に同等の要
件を満たす技術者の配置を求めることがある
（入札説明書参照）。
 申請書等の作成及び提出に要する費用は原
則として提出者の負担とする。
 提出された申請書等は、原則として返却し
ない。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と特命契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口・手続
に関する問い合わせ先は、記４に同じ。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 記２に掲げる競争参加資格の認定を受
けていない者も記４により申請書等を提出
することができるが、入札に参加するために
は、競争参加資格確認結果通知の日までに、
当該資格の認定を受けていなければならな
い。
 詳細は入札説明書による。
 本工事は「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、

労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木
工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難になった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて最終設計変更時点で設計
変更する試行工事である。
・営繕費 労働者の送迎費、宿泊費、借上費
（宿泊費、借上費については労働者確保に
係るものに限る）
・労務管理費 募集及び解散に要する費用、
賃金以外の食事、通勤に要する費用

 配置予定の技術者等 次に揚げる基準を満
たす主任（監理）技術者を当該工事に専任で
配置できること。途中交代する場合も、共通
仕様書１７１確認資料等を提出しない
工事における現場代理人等の設置に加え同等
以上の工事経験を有すること。なお、専任を
要する期間は、工事現場が稼働（準備工事を
含む）している期間とする。
 監理技術者にあっては、現場代理人、主
任技術者（監理技術者）及び専門技術者の
届け提出時に監理技術者資格者証及び監理
技術者講習修了証を有する者であること。
 主任（監理）技術者が、１級土木施工管
理技士又はこれと同等の国家資格を有する
こと。
 現場代理人又は主任（監理）技術者のう
ち１名以上が、元請としてしゅん功（完了）
し、発注者から認定された下記の工事の経
験（平成13年度以降の実績でなくても良い）
を有すること。（特定建設工事共同企業体及
び経常建設共同企業体の構成員としての施
工実績は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。異工種の特定建設工事共同企業
体としての実績は、協定書の分担工事の実
績のみ同種工事の実績として認める。なお、
現場代理人としての実績においては、この
限りではない。）
求める経験 橋梁上部工を架設した工事

 共同企業体（経常建設共同企業体を含む）
を構成する場合は、構成員毎に主任技術者
又は監理技術者を必ず１名以上選定しなけ
ればならない。なお、工事を施工するため
に締結した下請契約の請負代金額（当該下
請契約が二以上あるときは、それらの請負
代金額の総額とする。）が4000万円以上と
なるときは、構成員のうち１者は監理技術
者を配置しなければならない。
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